
労働局・ハローワークと地方公共団体との協定等に基づく連携を基盤に、地方公共団体におけるワンストップ型の就労支援体制
を全国的に整備し、生活保護受給者等の就労による自立促進を図る生活保護受給者等就労自立促進事業を実施してきたところ。
生活保護受給世帯数の高止まり、平成27年度に施行された生活困窮者自立支援法の施行に伴う支援対象者の増等にも対応する

ため、地方公共団体にハローワークの常設窓口を増設する等、両機関が一体となった就労支援を更に推進することにより、支援
対象者の就労による自立を促進する。
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①就労支援に関
する支援要請

要請を受け、両者共同で
支援対象者選定の上（就労
支援状況チェックリストの
活用）、個別の就労支援プ
ラン策定

②支援対象者の
積極的誘導

ハローワークによる支援調
整会議への参加や中間的就
労事業所の訪問

○地方公共団体と協議会の設置

及び当該事業に関する協定の締結

○地方公共団体への常設窓口の設置、ﾊﾛｰﾜｰｸから

の巡回相談の実施等のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ型の支援体制の整備

生活保護受給者等就労自立促進事業の推進

＜就労支援メニュー＞

① キャリアコンサルティング

② 職業相談・職業紹介

③ 職業準備プログラム

（職場体験講習、職業準備セミナー等）

④ トライアル雇用

⑤ 公共職業訓練・求職者支援訓練

等による能力開発

⑥ 人手不足業種などマッチング可能性の

高い生保受給者等向け求人の開拓

住居確保給付金受給者

職場定着に向けたフォロー
アップの強化

等
生活保護受給者等を受け入れる
事業者の雇用管理手法の開発

・地方公共団体への常設窓口の設置

③求職活動状況の
提供・共有化

雇入れ助成金の活用

別紙４


